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お伝えしたいポイント

1. 気候変動により、地球の生命維持システム（人類）
は存続の危機

2. 脱炭素に取り組むことは、自治体・事業者にとっての
成長戦略であり、現在は脱炭素の大競争時代



１－１ 地球沸騰時代

⚫ 20世紀以降、化石燃料の使用増等に伴い、世界のCO2排出は大幅に増加し、大気中CO2濃度は年々増加。

⚫ 人間活動が主に温室効果ガスの排出を通して地球温暖化を引き起こしてきたことには疑う余地がなく、1850〜
1900年を基準とした世界平均気温は2011〜2020年に1.1℃の温暖化に達した。
【出典】IPCC第６次評価報告書統合報告書（2023年３月）

※IPCCは、WMO（世界気象機関）とUNEP（国連環境計画）により1988年に設置された政府間組織。世界の政策決定者等に対し、 科学的知見を提供し、気候変動枠組条約の活動を支援。

⚫ 現在は「気候危機」にあり、「地球温暖化」の時代は終わり「地球沸騰」の時代が始まっている。

【出典】国連グテーレス事務局長記者会見（2023年７月）

大気中のCO2 濃度は、
工業化以前に比べて約49％増加

413.2 ppm

（2020年平均）

（出典）WMO 温室効果ガス世界資料センター / 気象庁

工業化前と比べて、
既に約1.1℃気温が上昇

2016年は観測史上
最も暑い年であった。

（出典）気象庁HP

二酸化炭素

全球大気平均CO₂濃度 世界の年平均気温の変化



１－２ 地球沸騰による異常災害・経済被害

⚫ 世界では、極端な高温・熱波、大雨・洪水、干ばつ等が激甚化しており、海面上昇、生物多様性損失も進行。

⚫ 気候変動に関連する災害の被害額は2017年までの直近20年間で2.2兆ドル（約280兆円）となり、1997
年までの20年間と比べて約2.5倍に増加。【出典】2022年版「環境・循環型社会・生物多様性白書（環境白書）

⚫ パリ協定では、世界共通の長期目標として、1.5℃目標を設定。産業革命以降の気温上昇を1.5℃に抑えること
で、極端な高温・大雨の頻度等を抑制しうる。

【出典】中央環境審議会地球環境部会・総合政策部会炭素中立型経済社会変革小委員会（第１回）参考資料2-1



１－３ 温室効果ガスの排出削減目標

⚫ 地球温暖化を1.5℃に抑えるには、世界全体の温室効果ガスの排出量を2030年までに約43％減少、2035
年までに約60％減少させ、二酸化炭素の排出量を2050年前後にゼロにする必要がある。

⚫ 温暖化を1.5℃に抑制しうるかは、主にCO2排出正味ゼロを達成する時期までの累積炭素排出量と、この10年の
温室効果ガス排出削減の水準によって決まる。この10年間（Critical Decade）に行う選択や実施する対策
は、現在から数千年先まで影響を持つ。

【出典】IPCC第６次評価報告書統合報告書（2023年３月）

2019年の排出水準からの削減量（％）

2030 2035 2040 2050

オーバーシュートしない又は限られたオーバーシュートを伴って温
暖化を 1.5°C（>50%）に抑える

GHG 43 [34-60] 60 [48-77] 69 [58-90] 84 [73-98]

CO2 48 [36-69] 65 [50-96] 80 [61-109] 99 [79-119]

温暖化を 2°C（>67%）に抑える

GHG 21 [1-42] 35 [22-55] 46 [34-63] 64 [53-77]

CO2 22 [1-44] 37 [21-59] 51 [36-70] 73 [55-90]

温暖化を1.5℃又は2℃に抑える経路における温室効果ガス（GHG）及びCO2削減量（2019年比）

【出典】環境省資料



１－４ 世界の温室効果ガス排出量

⚫ 世界の温室効果ガス排出量はピークアウトしておらず、1.5℃目標を達成する排出削減シナリオとはギガトンオー
ダーのギャップが存在。

⚫ 2023年11月30日から開催された国連気候変動枠組条約第28回締約国会議（COP28）では、1.5℃目
標達成のための緊急的な行動の必要性を確認し、2030年までに世界全体で再エネ発電容量３倍・省エネ改
善率２倍等の分野別貢献を締約国に要求する決定（グローバル・ストックテイク）等が採択された。

【出典】地球環境部会（第152回）資料２

1.5℃シナリオ

2℃シナリオ

各国目標シナリオ

ギガトンギャップ



１－５ 日本の温室効果ガス排出量

⚫ 日本の温室効果ガス排出量は、2019年10月総理所信表明演説にて表明した2050年カーボンニュートラル目
標に向かって減少傾向。

⚫ 2021年10月、地球温暖化対策推進計画（2030年度46％削減目標の裏付けとなる対策・施策をとりまと
め）及びエネルギー基本計画（2030年度電源構成36-38%の再エネ導入目標等）を閣議決定。

【出典】地球環境部会（第152回）資料２



このセッションでお伝えしたいこと

1. 気候変動により、地球の生命維持システム（人類）
は存続の危機

2. 脱炭素に取り組むことは、自治体・事業者にとっての
成長戦略であり、現在は脱炭素の大競争時代



２－１ 日本政府の動き（GX基本方針・カーボンプライシング構想）

⚫ 政府は、GX（グリーントランスフォーメーション）を通じて脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の3つを同時
に実現するべく、2023年２月、GX実現に向けた基本方針を閣議決定。

⚫ 成長志向型カーボンプライシング構想として、2026年度から排出量取引制度が本格開始される予定。

【出典】経済産業省資料



２－２ 金融機関の動き（ESG金融の拡大）

⚫ ESG金融※が世界的に拡大。
※環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）という非財務情報を考慮して行う投融資

⚫ 2017年6月、 TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）は、 年次の財務報告において、財務に影響の
ある気候関連財務情報の開示を推奨する報告書を公表。現在、4,872の企業・機関が賛同を表明。

⚫ 2021年６月、東京証券取引所は、コーポレートガバナンス・コードを改訂し、東京証券取引所プライム市場上場
企業に対してTCFD又はそれと同等の基準に基づく開示を実質的に義務付け。

⚫ 2023年１月、有価証券報告書にサステナビリティ開示欄を設ける内閣府令の改正。

【出典】環境省資料



２－３ グローバル企業の動き（サプライチェーンの脱炭素化）

⚫ 国内外のグローバル企業は、ESG金融の獲得、顧客・消費者に対する付加価値付け等を目的として、サプライ
チェーン全体での脱炭素経営を推進している。

⚫ 大企業は取引先に排出量情報の提供・排出削減を要請する動きが拡大し、中堅・中小企業にも波及。

⚫ TCFD （気候関連財務情報開示タスクフォース）への賛同に加えて、SBT認定取得（企業の科学的な中長期
の目標設定を促す枠組み）、RE100認定取得（企業が事業活動に必要な電力の100%を再エネで賄うこ
とを目指す枠組み）が増加。

アップルの取組

⚫ Appleは、2020年以降、カーボンニュートラルなグローバルな企業として、グローバルサプライチェーンとすべ

ての製品のライフサイクル全体でカーボンニュートラルを達成するという野心的な目標を掲げている、

⚫ 2022年10月25日、グローバルサプライチェーンに対して2030年までに脱炭素化することを要請。

⚫ 2023年9月12日、現在、300社以上のメーカーが2030年までにApple製品の製造に100パーセント

クリーンエネルギーを使うことを確約していることを発表。



２－４ 消費者の動き（環境配慮商品の選択）

⚫ 生活者に対するアンケートでは、「脱炭素」に「関心がある」は66.1％。特に若年層及びシニア層で関心が高い。

⚫ 消費者が環境配慮が見える化された商品を選択する動きも加速。

脱炭素に対する関心度【性年代別】

【出典】環境ビジネスオンライン【出典】博報堂「生活者の脱炭素意識＆アクション調査」（2021年９月実施。10月公表）

環境配慮商品の見える化の取組



２－５ 電気事業者の動き（電気料金の高騰）

⚫ ウクライナ情勢等を背景に、化石燃料価格が全ての燃料種で急騰。卸電⼒取引市場の価格も急騰しており、燃
料価格・市場価格の高水準は当⾯続く見込み。

⚫ これに伴い、2023年６月から、東電EPの規制料金は平均29.31％、低圧自由料金は平均5.28％値上げ。



温室効果ガス排出量の
排出枠設定

融資先への気候関連
財務情報開示要請

電気代の高騰
電気供給の不安定化

グローバル
企業

国
電気
事業者

地域企業
脱炭素企業・商品の選択

消費者・
観光客

２－６ 地域企業を取り巻く現状

⚫ 地域企業は、様々な関係者から脱炭素への対応が求められており、その流れは今後加速すると考えられる。

金融機関

サプライチェーン先への
脱炭素要請 将来世代

SDGs志向の拡大



排出枠のクリア
余った排出削減量の販売

サプライチェーン内に
生き残り

新たな人材の確保グローバル
企業

国

将来世代

電気
事業者

地域企業
脱炭素対応 知名度の向上

売上・受注の拡大

消費者・
観光客

２－７ 脱炭素に対応する地域企業の成長イメージ

⚫ 先行的に脱炭素への対応を進める企業は、持続可能な成長を遂げることができる。

⚫ 企業ブランドにもつながり、社員のモチベーション向上等にも寄与し、好循環が期待できる。

ESG金融の獲得
金融機関

自社電源による
電気代の削減、防災



２－８ 小田原市内事業者への支援の全体像

⚫ 小田原市、神奈川県、国では、脱炭素に取り組む小田原市内事業者を包括的に支援。

省エネ
（換気空調、照明、給湯等）

創エネ
（太陽光発電、蓄電池）

再エネ電力使用
（電力切替、証書購入等）

中小企業

温室効果ガス
排出実質０
＝脱炭素

市内事業者 小田原市、神奈川県、国

（市、県、国）⚫ 設備導入への補助金

⚫ 市内の電力地産地消プラットフォーム
(AEMS)構築による売電環境整備

⚫ 認定証交付、事業者情報PR
（かながわ再エネ電力利用事業者認定）

⚫ 入札による安価購入支援
（首都圏再エネ共同購入プロジェクト）

⚫ 補助制度での優遇

⚫ ワンストップ相談窓口
（神奈川産業振興センター）

⚫ 脱炭素支援パッケージ

（市）

（市、県）

（県）

⚫脱炭素先行地域先行モデル （市、国）

※本図は、電⼒に焦点を当てて記載

（地域脱炭素化促進事業）

⚫ 地元関係者との合意形成支援
⚫ 各種許認可のワンストップ化特例

（市）


